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 2022年４月14日 

各  位 

    会 社 名 株式会社ジー・スリーホールディングス 

    代表者名  代表取締役社長 笠原 弘和 

                                       （コード：3647、東証スタンダード市場） 

    問合せ先 管理部 総務課長 佐々木 誠志 

                           （電話：03-5781-2522） 

  

（開示事項の経過）改善計画書の策定方針に関するお知らせ 

 

当社は、2022年３月31日付け「特設注意市場銘柄の指定及び上場契約違約金の徴求に関するお知

らせ」にてお知らせしましたとおり、株式会社東京証券取引所より当社の内部管理体制等について

改善の必要性が高いと認められたことから特設注意市場銘柄に指定され、今後、内部管理体制等の

審査が行われます。当社は、内部管理体制等の問題を抜本的に改善するための改善計画を策定する

こととし、その改善計画の策定及び改善計画書の提出に向けての方針を決定いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．改善計画の策定方針 

 2022年２月２日付け「（開示事項の経過）特別調査委員会の調査報告書公表に関するお知らせ」に

て公表のとおり、特別調査委員会による調査報告書には、再発防止策として、経営改善へ向けた提

言がされております。当社は、その内容を踏まえて、2022年３月16日付け「（開示事項の経過）再発

防止策に関するお知らせ」にて公表のとおり、再発防止策を策定し、取り組むことといたしました

が、特設注意市場銘柄指定措置に基づき、再発防止策での検討内容を活かしつつ、その再発防止策

の各事項が十分であるか、また、再発防止策で検討がなされていない事項を含めて、ガバナンス及

び内部管理体制の整備と強化を図るべく再検討を行い、以下の具体的プロセス及びスケジュールの

もと、外部専門家及び顧問弁護士等を起用のうえ、そのアドバイスのもとで改善計画を策定し、内

部管理体制の再構築に取り組んでまいります。 

  

プロセス 実施（予定）日 

１ 原因分析（特別調査委員会の調査報告書を当社と

して確認検証し、当社として原因分析したもの） 

2022年１月28日～2022年２月９日（実施

済） 

２ 原因分析に基づく再発防止策の検討 2022年２月９日～2022年３月16日 

３ 再発防止策の策定と実施・運用 2022年３月16日～（一部実施済） 

４ 改善計画の策定にかかる外部専門家との接触・ミ

ーティング 

2022年３月31日～2022年５月９日（予定） 
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５ 特設注意市場銘柄指定措置に基づく再発防止策

の再検討 

2022年３月31日～2022年５月９日（予定） 

６ 改善計画の策定 ～2022年５月９日（予定） 

７ 日本取引所自主規制法人へ改善計画書案を提出 ～2022年５月９日（予定） 

８ 改善計画・状況報告書の適時開示 ～2022年５月20日（予定） 

  

 なお、再発防止策について、本日時点において、以下の内部管理体制の改善策を実施しておりま

す。 

（１）コーポレート・ガバナンスの更なる改革 

①取締役会の実効性確保 

・議案資料を検討するために十分な時間を確保すること 

 ・年間スケジュールに基づく取締役会の開催及び審議時間に十分な時間を確保すること 

 ・取締役会議長は独立役員が務めること 

②監査等委員会の実効化 

 ・内部監査部門の常勤者の採用活動 

 ・経営に精通する社外取締役の選任活動 

③取締役会の実効性を高める取締役の選任 

  ・常勤取締役の選任活動 

（２）業務提携先との関係整備 

①利益相反関係への対応 

 ・利益相反取引を引き続き未然に防ぐことを目的に、基本的に業務提携先法人と再生可能エネ

ルギー事業において取引を行わないこと 

②関連当事者情報の把握 

・業務提携先法人等の資本関係に変動が生じた際に適時に把握できる確約書の受領 

③顧問業務の整理 

・業務提携先法人に影響力を持つ個人との間の顧問契約の解消 

（３）不適切会計処理に関与した役職員の責任追及 

  ・法的責任の有無の判定を外部法律事務所へ委任、判定中   

  

２．今後の見通し 

 上記の改善計画の策定を進め、改善対策に取り組んでまいります。なお、本開示内容及びスケジ

ュールに変更・遅れが生じた場合には速やかに開示いたします。 

以 上 


